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農 業 機 械 ・ 施 設 の 地 域 利 用 シ ス テ ム の 設 計

一 気象変動に伴う作業遅延リスクを考慮した地域営農計画モデルー
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1目   的

気象変動に伴う農作業遅延リスタに対してできる限り危

険負担を軽くし,かつ集団営農組織の組織全体のjJl待純収

益を最大化するような農業機械・施設の利用システムの設

計とそのシステムを同時与件とする集団営農組織の営農計

画を立てることを目的とするリスク・プログラミング・モ

デルについて考察する。そして,岩手県和賀町の事例に,
このモデルを適用し,そ の演算結果をもとに現行の機械利

用体系の改善方向や集団営農組織のあり方について考察を

加える。

2理 論 モ デ ル

気象変動による作業遅延リスタを取扱う「
rOullこ 型のリ

スク・プログラミング
2)を二次計画問題として次のように

定式化する
1)。

但し, C:llJ待純収益の(iXn)ベ タトル, Q:期待純

収益の分散・共分散行列 (X/QX≧ 0〔 正半定符号 :固有

根が非負のとき〕の(nxn)の 対称行列 ),A:(■ Xn)

の技術係数行列, b:(mXl)の 資源制約量ペクトル (例
:機械稼働可能実時間 ), a:o(R)=1-0~aRと する

純収益Rの 効用関数の危険回避性を表わす定数。このモデ

ルでは a≧ 0の領域のみを扱う。 aく 0の場合は投機性向

を示す。定数 aは ,従つて集団営農組織の計画・管理主体
の危険回避性向の強気,弱気の程度を示す意思決定に関す

る評価バラメー′―である。X:(nXi)の アクティビテ
ィ・ベクトル。ブライム記号 (′ )は転置を示す。

このモデルは,各プロセスの純収益が正規分布に従い,

その一次和の純収益の総和も正規分布に従うものと仮定 し

プロセスの期待値及びその変動を考慮しながら最高の効用

水準を穫得するようなプロセスの選択の問題を扱う。
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このモデルの特徴点を列記すれば次の通りである。①営

農集団組織を対象とし,機械・施設利用について,広域を

対象とする自治体や農協等の農作業あるいは経営受託,生

産組織による集団外の作業受託,個霧1農家の相対作業請負

等の異なつた受託方法の設定及び兼業,複合,専作等の経

営類型の個別あるいは集団の相互閲係の設定がかなり自由

にでき,多様化しつつある現実の農村の機械利用体系をか

なりな程度に模擬できる。②耕起から収穫までの各部分作

業を危険回避性向に従って最適な方向に組立て営農集団と

してのトータル・ システムを設計すること。③地域におけ

る機械利用システムを同時与件とした地域及び個別農家

の経営複合化に関する地域営農集団としての営農組織の設

計とその検討が可能である。

3 資料及び計測モデル

この理論モデルを和賀町に適用してみる。和賀町には,

農業機械の広域を対象とする作業受託機関として農業機械

公社があり,それに機械の個人所有による個別利用 (自 己

完結型 )と 相対作業請負,生産組織による機械共同利用と

集団による受託合せて三つの形態がある。

(0式における期待純収益 (。 ベクトル )と その分散・共

分散 (Q行列 )は次のようにして求める。

期待収益 (簡単化のため費用を捨象する。 )の分散は移

植作業の遅れによる減収率の年次変動として算出する。①

田植より出穂までに必要な積算気温によつて当該地域の各

年の気温の推移から得た出剤闘 日を基に登熟気温 (出穂後

40日 間の平均気温 )を求め,こ れより減収率を求めるとい

う演算方法による。登熟平均気温 (15～ 21C)と 減収率

(%)の関係を岩手県の標準でみると,
093170

1+e-368260(t-1739020)
のロジスティタ曲線となる。出穂に必要な積算気温はキヨ

ニシキ (中生 )1,800℃ , トヨニシキ(晩生 )1,900Cとす

る。

データは昭和 37年から51年までの 15カ 年間の和賀町横川

日の観測データを使用し,減収率より求めた移植時期別平
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均収量とその分散は,移植時lu I効 :5月 7日～ 5月 10日 ,

Ⅱ期 :5/11～ 5/20,nl期 :5/21～シ31,Ⅳ期 :6/1～ 6/10

とするとき,キ ョ‐シキは I期 :平均(')'994俵 , 分散

(S2)0000737, Il期 :'986, 0001457, Ⅲ環月19886,

0032406,V期 :9001, 1396322, トヨニツキは I期 :

9988,0001318,■ 期 :9915,0022938,IIl期 :8686,

0086209,V期 :3249,8181906であつた。
叉,移植時期(0)と 収量 (ノ

`)と

の関係は″を 0～ 7期

とし, 0期 :5月 1日 ～ 5月 5日 , 1期 :5/6～ 5/10. 2

期 :5/11～ 5/15, 3期 :5/16～ 5/20,4期 :シ21～ シる .

5期 :5/26～ 5/31, 6期 :6/1～ 6/5, 7期 :6/6～ 6/10

とするとき夕が 収量 (俵 )と の関係は秋田県農試の昭和 45

～ 46年 のアンケート調査によれば ,

となる。移植時期の遅れに対 し晩生は急激に収量を減ずる

が,中生は適期が遅れるとともに減収程度もややゆるやか

となる。しかし収量水準はほぼ等しい。一方,早生は減収

程度は少ないが収量水準は低い。

次に資源制約量 (bベ クトル )の うち作業稼動実時間は,

向井らの求めた作業可能確率
3)を用いて当該地域の過去の

十分に長い年数の降雨量のデータより作業時期別期待値を

π   ′
鴨 L≧ 1に 1シ

←

ャ :こ 1l P″
)

として求める。ただし, λ:作業時間, π:年数. ι:降

雨量区分数. Nり :降雨区分日数, P.ブ :π 日目までの作

業可能確率である。これにより各期の作業可能日数を求め

日出日入 (丸善理科年表による)と 実作業係数 (向井らの

圃場分散程度, オペレーター数等による補正のための係

数3))を使つて実作業時間を求める。降雨の作業への影響

を4日 間 (■ ‐4)と したときの和賀町の15ヵ 年間の実作

業時間の期待値は,春季作業 I期 (5/7～ 5/10):耕起
2711時間,代かき25,3時間,同 I期 (5/11～ 5/20):

耕起 7504時間.代かき7178時間,同 m期 (5″1～ 5/31)
:耕起 8254時間,代かき7896時間,同Ⅳ期(6/1～ 6/10)
:耕起 5914時間,代かき5657時間,秋季作業は I lul(9
/21～ 10/10):収 穫 10387時間,同 1『期(10/4～ lυ31):

収穫 10544時間であった。

機械利用体系を同時与件とする安定兼業 (通勤型の日常

的就業 ),不安定兼業 (出稼ぎ, 日雇い等 ), 自己完結的
専業,複合部門協業化集団及び自己完結的専業農家の複合

化志向複合部門 (複合部門としては養豚,マ ッシェルーム

ホノブ,野菜等がある)に よって構成される営農集団組織

が和賀町での計測モデルとなる。

4考   察

計測モデルのLomkeの 相補の解法によって解いた演算

結果を使って若干考察を試みる。

①強気(a=o)の 計画では,中生品魯を多くし(晩生
4対中生 6の比 ),晩産 をI期 ,中生を丁期に耕起・代か

きを行うが,弱気(a=05)に なればなる程, 晩生のⅡ
期,中生のIl期に少しずつ分散させようとする方向に体系

化される。弱気の体系は籾の搬入時期の幅を広げることに

寄与し籾共同乾燥施設の利用拡大策ともマッチする。②営

農集団組織は,できる限り小集団に組織化し, これを核と

した相対及び公社の機械を補完的に利用する。③兼業農家

群と上層の水稲専作農家群とを含む営農集団組織を構成す

る生産組織は同規模同経営類型であつても組織化が可能で

あり,いわゆる中核農家の集団的複合化が可能となる。④
しかし,兼業農家群を含まない営農集団,例えば,水稲専

作経営の農家と複合経営志向の農家群からなる集団の場合

は,逆に規模 類型の異なる構成の方が望ましく,そのと
きにのみ最適設計が得られるoその場合労力交換が必須で

ある。なお③,④の結果は, これまで述べてきたような機

械利用システムを同時与件とする集団モデルによる解では

なく,機械利用システムの単独の最適解を与件とした場合

の,集団営農組織の設計4)を ,幅 に独立 して解いた結果を

演えき的に解釈したものである。

5 む  す  び

気象変動という極めて技術的なリスクの問題に限定して

営農集団組織の最適設計を試みた。不十分なモデルではあ

るが,こ れを基に個と全体のそれぞれの段階での意思決定

主体の違いを組み込み, システム相互間の経済的評価をも

行えるようなモデルに拡張,充実したものにしたい。
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